
※ＦＡＱにつきましては、随時更新する場合があります。

【回答】
　条件付きの融資証明や、融資を行う意向があること表明する書類等、融資を受けられる予定であることが確認できる書
類（金融機関が作成したもの）を提出してください。

（７）

【質問】
　計画が具体的になっていなくても、事前相談は可能でしょうか。

【回答】
　可能です。

（６）

【質問】
　仮申請書を提出しなかった場合でも応募は可能でしょうか。

【回答】
　可能ですが、できる限りご提出をお願いします。

（５）

【質問】
　市中金融機関からの借入を予定している場合、事業計画書に融資証明等を添付することとなっていますが、融資証明
以外にどのような書類が認められるのでしょうか。

（３）

【質問】
　耐震の構造として、広域型は用途係数1.25を採用することとされていますが、これは必須なのでしょうか。

【回答】
　広域型は開所後に福祉避難所となることから、耐震性に優れた設計であることが必要です。そのため、RC造の場合は
用途係数1.25を採用、その他の構造の場合は用途係数1.25を採用したRC造相当の耐震性を確保することを必須としま
す。

（４）

【質問】
　ヒアリングには理事長、施設長予定者の出席が求められていますが、健康的理由（高齢）で理事長が欠席する場合、業
務執行理事が代理出席することは可能でしょうか。

【回答】
　理事長が欠席する場合、代理者が出席することは可能です。ただし、代理者は理事長と同程度の法人の理念等を持つ
方であることが望ましいです。

特別養護老人ホーム整備事業者公募に係るFAQ(R5.5.26時点)

（１）

【質問】
　現在公募を行っている民有地の公募と同時に出願することは可能でしょうか。

【回答】
　可能です。

（２）

【質問】
　補助金の交付対象となる定員数の上限はあるのでしょうか。

【回答】
　募集規模の範囲内であれば、広域型の定員数に上限はありません。地域密着型の定員数（ショートステイ除く）は29人
以下です。


